はじめに
以下の説明文および就業規則は、厚生労働省ホームページのモデル就業規則（平成31年3月）に基づき作成しております。

（就業規則作成後は、P1～P4は消去して渡してください）
1　就業規則の意義　
労働者が安心して働ける明るい職場を作ることは、事業規模や業種を問わず、すべての事業場にとって重要なことです。そのためには、あらかじめ就業規則で労働時間や賃金をはじめ、人事・服務規律など、労働者の労働条件や待遇の基準をはっきりと定め、労使間でトラブルが生じないようにしておくことが大切です。
2　就業規則の内容　
就業規則に記載する事項には、労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労基法」といいます。）第８９条により、必ず記載しなければならない事項（以下「絶対的必要記載事項」といいます。）と、各事業場内でルールを定める場合には記載しなければならない事項（以下「相対的必要記載事項」といいます。）とがあります。このほか、使用者において任意に記載し得る事項もあります。なかでも労働者との問題が起きやすい事項は記載をお勧めします。
絶対的必要記載事項は次のとおりです。
	（1） 労働時間関係
始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を二組以上に分けて交替に就業させる場合においては就業時転換に関する事項
始業、終業の時刻

休憩時間：その長さ、与え方

休日：その日数、与え方

休暇：年次有給休暇、産前産後休業、生理休暇、特別休暇等

就業時転換に関する事項：交替期日、交替順序等

（2） 賃金関係
賃金の決定、計算及び支払の方法、賃金の締切り及び支払の時期並びに昇給に関する事項
賃金（臨時のものは除く）の決定、計算方法：

賃金の決定要素と賃金体系

賃金の計算方法

賃金の支払の方法：直接支給、銀行振込等

賃金の締切日・支払日：

月給、週給、日給の区分。月給、週給は月の何日に締切って、何日を支給日とするか

昇給に関する事項：昇給の時期、その他の条件

（3） 退職関係
退職に関する事項（解雇の事由を含みます。）
退職、解雇、定年の事由

退職、解雇、定年の際の手続き


相対的必要記載事項は次のとおりです。

	（1） 退職手当関係
適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び支払の方法並びに退職手当の支払の時期に関する事項
（2） 臨時の賃金・最低賃金額関係
臨時の賃金等(退職手当を除きます。)及び最低賃金額に関する事項
（3） 費用負担関係
労働者に食費、作業用品その他の負担をさせることに関する事項
（4） 安全衛生関係
安全及び衛生に関する事項
（5） 職業訓練関係
職業訓練に関する事項
（6） 災害補償・業務外の傷病扶助関係
災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項
（7） 表彰・制裁関係
表彰及び制裁の種類及び程度に関する事項
（8） その他
事業場の労働者すべてに適用されるルールに関する事項


　なお、就業規則は、その内容が法令及び当該事業場において適用される労働協約に反してはなりません。法令又は労働協約に反する就業規則については、所轄労働基準監督署長はその変更を命ずることができます（労基法第９２条）。
3　就業規則の作成及び変更の手続　
労基法は、労働者を１人でも使用する事業場に適用されますが、就業規則については、労基法第８９条により、常時１０人以上の労働者を使用する事業場においては、これを作成しまたは変更する場合に、所轄労働基準監督署長に届け出なければならないとされています。また、就業規則は、企業単位ではなく事業場単位で作成しなければなりません。例えば、１企業で２以上の営業所、店舗等を有している場合、企業全体の労働者の数を合計するのではなく、それぞれの営業所、店舗等を１つの事業場としてとらえ、常時使用する労働者が１０人以上の事業場について就業規則を作成する義務が生じます。

労基法第９０条により、就業規則を作成し、又は変更する場合の所轄労働基準監督署長への届出については、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合、過半数で組織する労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者の意見を記し、その者の署名又は記名押印のある書面（意見書）を添付しなければなりません。この場合の労働者の過半数を代表する者は、①労基法第４１条第２号に規定する監督又は管理の地位にある者でないこと、②就業規則の作成及び変更の際に、使用者から意見を聴取される者を選出することを明らかにして実施する投票、挙手等の方法によって選出された者であることのいずれにも該当する者でなければなりません（労働基準法施行規則（以下、「労基則」という。）第６条の２）。
また、就業規則は事業場ごとに届け出る必要がありますが、複数の営業所、店舗等の事業場を有する企業については、営業所、店舗等の就業規則が変更前、変更後ともに本社の就業規則と同一の内容のものである場合に限り、本社所在地を管轄する労働基準監督署長を経由して一括して届け出ることも可能です。

就業規則の届け出については電子申請でも行うことが可能です。詳細はこちら（https://shinsei.e-gov.go.jp/search/servlet/Procedure?CLASSNAME=GTAMSTDETAIL&id=4950000009642&fromGTAEGOVMSTDETAIL=true）をご確認ください。なお、就業規則の作成又は変更に当たっては、その内容をよく吟味するとともに上記の手続等を遵守しなければなりません。特に、就業規則を労働者にとって不利益に変更する場合には、労働者の代表の意見を十分に聴くとともに、変更の理由及び内容が合理的なものとなるよう慎重に検討することが必要です。
4　就業規則の周知　
　
作成した就業規則は、労働者の一人ひとりへの配付、労働者がいつでも見られるように職場の見やすい場所への掲示、備付け、あるいは電子媒体に記録し、それを常時モニター画面等で確認できるようにするといった方法により、労働者に周知しなければなりません（労基法第１０６条第１項）。
就業規則は、作成したり、労働者の代表者から意見を聴取しただけでは効力は発生しないと解されています。就業規則の効力発生時期は、就業規則が何らかの方法によって労働者に周知された時期以降で、就業規則に施行期日が定められているときはその日、就業規則に施行期日が定められていないときは、通常は労働者に周知された日と解されています。
5　モデル就業規則の活用に当たって　
このモデル就業規則（以下「本規則」といいます。）は、平成３０年１月現在施行されている労基法等の規定に基づき就業規則の規程例を解説とともに示したものです。本規則はあくまでモデル例であり、就業規則の内容は事業場の実態に合ったものとしなければなりません。各事業場で労働時間、賃金などの内容を十分検討するようにしてください。
　また本規則の活用に際しては、以下を参考に作成を進めてください。
●赤字項目の内容は絶対的必要事項なので削除できません。
●青字項目の内容は削除可能ですが、記載した方が望ましいと思われる事項です。
●黒字項目の内容は絶対的必要事項ではありませんが、規定があれば記載してください。
●網掛け部分は参考または説明文なので、作成後は削除してください。
●黄色マーカー部分は変更可能なので、事業場ごとに設定してください。

　また、本規則は、主として通常の労働者への適用を想定して作成しています。したがって、パートタイム労働者や臨時の労働者等を雇用している場合、就業規則の作成に当たっては、本規則の各条項についてパートタイム労働者等への適用の可否について必ず検討し、必要に応じて別個の就業規則を作成してください。
　なお、パートタイム労働者に関する事項について就業規則を作成したり、変更する場合には、その事業場において雇用するパートタイム労働者の過半数を代表すると認められる者の意見を聴くように努めなければなりません（短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第７６号。以下「パートタイム労働法」といいます。）第７条）。
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第６6条（副業・兼業）
第1章 　総則
	（目的）
第1条 　この就業規則（以下「規則」という。）は、労働基準法（以下「労基法」という。）第８９条に基づき、　かながわ動物病院（以下「病院」という。）の労働者の就業に関する事項を定めるものである。
２　この規則に定めた事項のほか、就業に関する事項については、労基法その他の法令の定めによる。


	（適用範囲）
第2条 　この規則は、病院の労働者に適用する。
２　パートタイム労働者の就業に関する事項については、別に定めるところによる。
パートタイム労働者も正社員と同様であれば特に定める必要がありません

３　前項については、別に定める規則に定めのない事項は、この規則を適用する。


	（規則の遵守）
第3条 　病院は、この規則に定める労働条件により、労働者に就業させる義務を負う。また、労働者は、この規則を遵守しなければならない。


第2章 　採用、異動等
	（採用手続）
第4条 　病院は、入社を希望する者の中から選考試験を行い、これに合格した者を採用する。


	（採用時の提出書類）
第5条 　労働者として採用された者は、採用された日から４週間以内に次の書類を提出しなければならない。
1 履歴書
2 住民票記載事項証明書
3 自動車運転免許証の写し（ただし、自動車運転免許証を有する場合に限る。）
4 資格証明書の写し（ただし、何らかの資格証明書を有する場合に限る。）
5 健康診断証明書
6 個人番号カード表裏面の写し、または通知カードの写し
7 通知カードに記載された事項がその者に係るものであることを証するものとして行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」という。）施行規則で定める書類
・自動車運転免許証、旅券、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、養育手帳、在留カードまたは特別永住者証明書のいずれか

8 その他病院が指定するもの

２　前項の定めにより提出した書類の記載事項に変更を生じたときは、速やかに書面で病院に変更事項を届け出なければならない。


	（試用期間）
第6条 　労働者として新たに採用した者については、採用した日から2カ月間を試用期間とする。使用期間の長さに法律上の規定はないですが、1カ月～３か月が常識的で、長くとも６カ月程度が限度かと思います。また例外的にこれを短縮したり延長することも可能なのでその場合は、就業規則に内容を盛り込んでおく必要があります
２　前項について、病院が特に認めたときは、この期間を短縮し、又は設けないことがある。
３　試用期間中に労働者として不適格と認めた者は、解雇することがある。ただし、入社後１４日を経過した者については、第５１条第２項に定める手続によって行う。
４　試用期間は、勤続年数に通算する。


	（労働条件の明示）
第7条 　病院は、労働者を採用するとき、採用時の賃金、就業場所、従事する業務、労働時間、休日、その他の労働条件を記した労働条件通知書及びこの規則を交付して労働条件を明示するものとする。


	（1） 労働契約の期間に関する事項
（2） 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項（期間の定めのある労働契約を更新する場合に限る）
（3） 就業の場所及び従事すべき業務に関する事項
（4） 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇並びに交替制により就業させる場合における就業時転換に関する事項
（5） 賃金（退職手当及び臨時に支払われる賃金等を除く。）の決定、計算及び支払の方法、賃金の締切り及び支払の時期並びに昇給に関する事項
（6） 退職に関する事項（解雇の事由を含む。）


	（人事異動）
第8条 　病院は、業務上必要がある場合に、労働者に対して就業する場所及び従事する業務の変更を命ずることがある。
２　病院は、業務上必要がある場合に、労働者を在籍のまま関係病院へ出向させることがある。
３　前２項の場合、労働者は正当な理由なくこれを拒むことはできない。


	（休職）
第9条  労働者が、次のいずれかに該当するときは、所定の期間休職とする。
1 　業務外の傷病による欠勤が１か月を超え、なお療養を継続する必要があるため勤務できないとき　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期間：１年以内
2 　前号のほか、特別な事情があり休職させることが適当と認められるとき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期間：必要な期間
２　休職期間中に休職事由が消滅したときは、原則として元の職務に復帰させる。ただし、元の職務に復帰させることが困難又は不適当な場合には、他の職務に就かせることがある。
３　第１項第１号により休職し、休職期間が満了してもなお傷病が治癒せず就業が困難な場合は、休職期間の満了をもって退職とする。


第3章　服務規律
	（服務）
第10条 　労働者は、職務上の責任を自覚し、誠実に職務を遂行するとともに、病院の指示命令に従い、職務能率の向上及び職場秩序の維持に努めなければならない。


	（遵守事項）
第11条 　労働者は、以下の事項を守らなければならない。
1 健康に留意し、積極的な態度をもって勤務すること
2 自己の業務上の権限を超えて専断的なことを行わないこと
3 許可なく職務以外の目的で病院の施設、物品、設備、車両、機械、器具その他の物品・情報等を使用しないこと
4 職務に関連して自己の利益を図り、又は他より不当に金品を借用し、若しくは贈与を受ける等不正な行為を行わないこと。
5 勤務中は職務に専念し、正当な理由なく勤務場所を離れないこと。
6 病院の名誉や信用を損なう行為をしないこと
7 病院・取引先の営業秘密その他の機密情報や病院・取引先・顧客の保有する個人情報（病院、取引先、社員、顧客、動物に関する情報）（以下「病院情報」という。）を本来の目的以外に利用、漏洩（毀損、複写等を含む）し、又は病院情報や病院、取引先、顧客の不利益となるような事項を他に漏らし、又は私的に利用しないこと（退職後においても同様である。）
8 酒気を帯びて就業など就業に適さない状態で勤務しないこと
9 診療の際に危険や衛生上相応しくないものは身に着けないこと。
10 病院の車両、機械、器具その他の備品を大切にし、原材料、燃料、その他の消耗品の節約に努めること

11 病院の製品・商品、ならびに病院情報その他電子媒体に記録された情報等を傷つけたり紛失・消去等しないこと

12 職務に関し、不当な金品の借用又は贈与の利益を受け又は与えないこと

13 職場の整理整頓に努め、常に清潔に保つようにすること
14 作業を妨害し、又は性的言動により就業環境を悪化させる等の行為、その他職場の風紀秩序をみだすような行為をしないこと
15 勤務時間中は、（病院が特別に認める場合を除き、）スマートフォン、携帯電話その他の情報関連機器を使用しないこと。
16 病院が業務上利用する場合を除き、勤務中外、在職中、退職後問わず、ソーシャルメディア等インターネット上のサービスを利用して、病院や社員個人、取引先、顧客個人（動物も含む）の情報が識別できる情報を掲載したりすることや、病院の名誉を害し、信用を損なうような情報や誹謗中傷の書き込みをしないこと。
17 許可なく他の病院等の業務に従事しないこと。
18 その他労働者としてふさわしくない行為をしないこと。


	（職場のパワーハラスメントの禁止）
第12条 　職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景にした、業務の適正な範囲を超える言動により、他の労働者に精神的・身体的な苦痛を与えたり、就業環境を害するようなことをしてはならない。


	（セクシュアルハラスメントの禁止）
第13条 　性的言動により、他の労働者に不利益や不快感を与えたり、就業環境を害するようなことをしてはならない。


	（妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメントの禁止）
第14条 　妊娠・出産等に関する言動及び妊娠・出産・育児・介護等に関する制度又は措置の利用に関する言動により、他の労働者の就業環境を害するようなことをしてはならない。


	（その他あらゆるハラスメントの禁止）
第15条 　第１２条から前条までに規定するもののほか、性的指向・性自認に関する言動によるものなど職場におけるあらゆるハラスメントにより、他の労働者の就業環境を害するようなことをしてはならない。


	（個人情報保護）
第16条 　労働者は、病院及び取引先等（病院、取引先、社員個人、顧客、動物等）に関する情報の管理に十分注意を払うとともに、自らの業務に関係のない情報を不当に取得してはならない。

２　労働者は、職場又は職種を異動あるいは退職するに際して、自らが管理していた病院及び取引先等（病院、取引先、社員個人、顧客、動物等）に関するデータ・情報書類等を全て速やかに返却しなければならない。


	（始業及び終業時刻の記録）
第17条 　労働者は、始業及び終業時に自ら確認し記入するか、タイムカードを自ら打刻し、始業及び終業の時刻を記録しなければならない。


	（遅刻、早退、欠勤等）
第18条 　労働者は遅刻、早退若しくは欠勤をし、又は勤務時間中に私用で事業場から外出する際は、事前に当日の責任者に対し申し出るとともに、承認を受けなければならない。ただし、やむを得ない理由で事前に申し出ることができなかった場合は、事後に速やかに届出をし、承認を得なければならない。
２　前項の場合は、第４３条に定めるところにより、原則として不就労分に対応する賃金は控除する。
３　傷病のため継続して4日以上欠勤するときは、医師の診断書を提出しなければならない。


第3章 　労働時間、休憩及び休日　
［例1］ 完全週休２日制を採用する場合の規程例
	(労働時間及び休憩時間) 
第19条 　労働時間は、１週間については４０時間、１日については８時間とする。
２　始業・終業の時刻及び休憩時間は、次のとおりとする。ただし、業務の都合その他やむを得ない事情により、これらを繰り上げ、又は繰り下げることがある。この場合、　　　前日までに労働者に通知する。
1 一般勤務
始業・終業時刻
休憩時間
始業　　午前　　時　　分
　　時　　分から　　時　　分まで
終業　　午後　　時　　分
2 交替勤務
　（イ）１番（日勤）
始業・終業時刻
休憩時間
始業　　午前　　時　　分
　　時　　分から　　時　　分まで
終業　　午後　　時　　分
３　交替勤務における各労働者の勤務は、別に定めるシフト表により、前月の　　日までに各労働者に通知する。
４　交替勤務における就業番は原則として　　　日ごとに　　　番を　　　番に、
　　　番を　　　番に、　　　番を　　　番に転換する。
５　一般勤務から交替勤務へ、交替勤務から一般勤務への勤務形態の変更は、原則として休日又は非番明けに行うものとし、前月の　　　日前までに　　　　が労働者に通知する。


	（休日）
第20条 　休日は、次のとおりとする。
1 年末年始（　月　日　～　　月　日）
2 その他病院が指定する日
２　業務の都合により病院が必要と認める場合は、あらかじめ前項の休日を他の日と振り替えることがある。


	（時間外及び休日労働等）
第21条 　業務の都合により、第１９条の所定労働時間を超え、又は第２０条の所定休日に労働させることがある。
２　前項の場合、法定労働時間を超える労働又は法定休日における労働については、あらかじめ病院は労働者の過半数代表者と書面による労使協定を締結するとともに、これを所轄の労働基準監督署長に届け出るものとする。
３　妊娠中の女性、産後１年を経過しない女性労働者（以下「妊産婦」という）であって請求した者及び１８歳未満の者については、第２項による時間外労働又は休日若しくは深夜（午後１０時から午前５時まで）労働に従事させない。
４　災害その他避けることのできない事由によって臨時の必要がある場合には、第１項から前項までの制限を超えて、所定労働時間外又は休日に労働させることがある。ただし、この場合であっても、請求のあった妊産婦については、所定労働時間外労働又は休日労働に従事させない。


【時間外労働に関する延長時間の限度時間】
	
	一般の労働者の場合
	対象期間が3ヶ月を超える1年単位の変形労働時間制を適用する労働者

	期　間
	限　度　時　間
	限　度　時　間

	1週間
	15時間
	14時間

	2週間
	27時間
	25時間

	4週間
	43時間
	40時間

	1ヶ月
	45時間
	42時間

	2ヶ月
	81時間
	75時間

	3ヶ月
	120時間
	110時間

	1年間
	360時間
	320時間


第4章 休暇等　
年次有給休暇等法定の休暇のみならず、病院で設けている休暇については就業規則に必ず定めることが必要です。原則中途で採用もしくは復職した際の有給休暇の付与に関しては、入社日から数えていくので例えば、5/8に入社した方は、11/8が付与日となります。

	（年次有給休暇）
第22条 　採用日から６か月間継続勤務し、所定労働日の８割以上出勤した労働者に対しては、１０日の年次有給休暇を与える。その後１年間継続勤務するごとに、当該１年間において所定労働日の８割以上出勤した労働者に対しては、下の表のとおり勤続期間に応じた日数の年次有給休暇を与える。
勤続期間
6か月
１年　　　　6か月
2年　　6か月
3年
6か月
4年
6か月
5年　　6か月
6年　　　　　6か月以上
付与日数
10日
11日
12日
14日
16日
18日
20日
２　前項の規定にかかわらず、週所定労働時間３０時間未満であり、かつ、週所定労働日数が４日以下（週以外の期間によって所定労働日数を定める労働者については年間所定労働日数が２１６日以下）の労働者に対しては、下の表のとおり所定労働日数及び勤続期間に応じた日数の年次有給休暇を与える。
週所定労働日数
1年間の所定労働日数
勤　　　　続　　　　期　　　　間
6か月
1年
6か月
2年
6か月
3年
6か月
4年
6か月
5年
6か月
6年
6か月
以上
4日
169日～216日
7日
8日
9日
10日
12日
13日
15日
3日
121日～168日
5日
6日
6日
8日
9日
10日
11日
2日
73日～120日
3日
4日
4日
5日
6日
6日
7日
1日
48日～72日
1日
2日
2日
2日
3日
3日
3日
３　第１項又は第２項の年次有給休暇は、労働者があらかじめ請求する時季に取得させる。ただし、労働者が請求した時季に年次有給休暇を取得させることが事業の正常な運営を妨げる場合は、他の時季に取得させることがある。
４　前項の規定にかかわらず、労働者代表との書面による協定により、各労働者の有する年次有給休暇日数のうち５日を超える部分について、あらかじめ時季を指定して取得させることがある。
５　第１項及び第２項の出勤率の算定に当たっては、下記の期間については出勤したものとして取り扱う。
①　年次有給休暇を取得した期間
②　産前産後の休業期間
③　育児・介護休業法に基づく育児休業及び介護休業した期間
④　業務上の負傷又は疾病により療養のために休業した期間
６　付与日から１年以内に取得しなかった年次有給休暇は、付与日から２年以内に限り繰り越して取得することができる。
７　前項について、繰り越された年次有給休暇とその後付与された年次有給休暇のいずれも取得できる場合には、繰り越された年次有給休暇から取得させる。
８　病院は、毎月の賃金計算締切日における年次有給休暇の残日数を、当該賃金の支払明細書に記載して各労働者に通知する。


	(年次有給休暇の時間単位での付与)　 
第23条 　労働者代表との書面による協定に基づき、前条の年次有給休暇の日数のうち、１年について５日の範囲で次により時間単位の年次有給休暇（以下「時間単位年休」という。）を付与する。
（１）時間単位年休付与の対象者は、すべての労働者とする。
（２）時間単位年休を取得する場合の、１日の年次有給休暇に相当する時間数は、以下
のとおりとする。
1 所定労働時間が５　時間を超え６　時間以下の者…６　時間
2 所定労働時間が６　時間を超え７　時間以下の者…７　時間
3 所定労働時間が７　時間を超え８　時間以下の者…８　時間
（３）時間単位年休は１時間単位で付与する。
（４）本条の時間単位年休に支払われる賃金額は、所定労働時間労働した場合に支払わ
れる通常の賃金の１時間当たりの額に、取得した時間単位年休の時間数を乗じた額
とする。
（５）上記以外の事項については、前条の年次有給休暇と同様とする。


	（産前産後の休業）　
第24条 　６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内に出産予定の女性労働者から請求があったときは、休業させる。
２　産後８週間を経過していない女性労働者は、就業させない。
３　前項の規定にかかわらず、産後６週間を経過した女性労働者から請求があった場合は、その者について医師が支障がないと認めた業務に就かせることがある。


	（母性健康管理の措置）　規則上記載しなくてもよいですが、法律の定めあり
第25条 　妊娠中又は出産後１年を経過しない女性労働者から、所定労働時間内に、母
子保健法（昭和４０年法律第１４１号）に基づく保健指導又は健康診査を受けるために申出があったときは、次の範囲で時間内通院を認める。
　①　産前の場合
　　　　妊娠２３週まで・・・・・・・・４週に１回
　　　　妊娠２４週から３５週まで
・・・２週に１回
　　　　妊娠３６週から出産まで
・・・・１週に１回
ただし、医師又は助産師（以下「医師等」という。）がこれと異なる指示をしたときには、その指示により必要な時間
　②　産後（１年以内）の場合
　　　医師等の指示により必要な時間
２　妊娠中又は出産後１年を経過しない女性労働者から、保健指導又は健康診査に基づき勤務時間等について医師等の指導を受けた旨申出があった場合、次の措置を講ずる。
1 妊娠中の通勤緩和措置として、通勤時の混雑を避けるよう指導された場合は、
原則として４時間の勤務時間の短縮又は１時間以内の時差出勤を認める。
一般的には３０分から６０分が一般的です
2 妊娠中の休憩時間について指導された場合は、適宜休憩時間の延長や休憩の回
　数を増やす。
3 妊娠中又は出産後の女性労働者が、その症状等に関して指導された場合は、医
師等の指導事項を遵守するための作業の軽減や勤務時間の短縮、休業等の措置をとる。


	（育児時間及び生理休暇）　
第26条 　１歳に満たない子を養育する女性労働者から請求があったときは、休憩時間のほか１日について２回、１回について３０分の育児時間を与える。
２　生理日の就業が著しく困難な女性労働者から請求があったときは、必要な期間休暇を与える。


　育児時間については、生後満１年に達しない子を育てている女性労働者から請求があった場合は、授乳その他育児のための時間を、一般の休憩時間とは別に、１日２回各々少なくとも30分の時間を与えなければなりません（労基法第６７条)。育児時間を請求し、又は取得したことを理由として解雇その他不利益な取扱いをしてはいけません（均等法第９条第３項）。
	（育児・介護休業、子の看護休暇等）　
第27条 　労働者のうち必要のある者は、育児・介護休業法に基づく育児休業、介護休業、子の看護休暇、介護休暇、育児・介護のための所定外労働の制限、育児・介護のための時間外労働及び深夜業の制限並びに所定労働時間の短縮措置等（以下「育児・介護休業等」という。）の適用を受けることができる。
２　育児・介護休業等の取扱いについては、「育児・介護休業等に関する規則」で定める。


	（慶弔休暇）　
第28条 　労働者が申請した場合は、次のとおり慶弔休暇を与える。
ただし病院の繁忙期（4月～6月まで）において院長より要請があった場合、公休を保留し、翌月以降消化の措置をとることもある
1 本人が結婚したとき　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日
2 配偶者、子又は父母が死亡したとき　　　　　　　　　　　　　　　　　　日
3 兄弟姉妹、祖父母、配偶者の父母又は兄弟姉妹が死亡したとき　　　　　　日
4 第三親等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日


	（病気休暇）
第29条 　労働者が私的な負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認められる場合に、原則院長との相談上日数を決定する。


	（裁判員等のための休暇）　定めなくても問題ありませんが、もし通達があれば出なければならないので定めとく方がいいと思います。また有給なのか無給なのかも明記しておいた方がよいです
第30条 　労働者が裁判員若しくは補充裁判員となった場合又は裁判員候補者となった場合には、次のとおり休暇を与える。
1 裁判員又は補充裁判員となった場合　　　　　　　　必要な日数
2 裁判員候補者となった場合　　　　　　　　　　　　必要な時間


第5章 　賃金　
本規程例と異なり、賃金に関する事項については、就業規則本体とは別に定めることもできます。その場合、別に定めた規程も就業規則の一部になりますので、所轄労働基準監督署長への届出が必要となります。
	（賃金の構成）
第31条 　賃金の構成は、次のとおりとする。　　　　　　　
　　
　　　　　　　　基本給
　　　　　　　　　　　　　　　家族手当
　　　　　　　　　　　　　　　通勤手当
賃金　　　　　 手　当　　   役付手当
　　　　　　　　　　　　　　　技能・資格手当
　　　　　　　　　　　　　　　精勤手当
　　　　　　　　　　　　　　　時間外労働割増賃金
　　　　　　　　 割増賃金　　 休日労働割増賃金
　　　　　　　　　　　　　　深夜労働割増賃金


	（基本給）
第32条 　基本給は、本人の職務内容、技能、勤務成績、年齢等を考慮して各人別に決定する。


諸手当に関しては、上記例のほか住宅手当、職務手当、単身赴任手当、営業手当等を設ける事業場がありますが、どのような手当を設けるか、また、設けた諸手当の金額をいくらにするかについては、各事業場で決めることになります。手当定める場合は内容を明記しなければいけません。
［例１］

	（家族手当）
第33条 　家族手当は、次の家族を扶養している労働者に対し支給する。
　①　１８歳未満の子
　　　　１人につき　　月額　　　　　円
②　６５歳以上の父母
　　　　１人につき　　月額　　　　　円


［例２］
	（通勤手当）
第34条 　通勤手当は、月額　　　　円までの範囲内において、通勤に要する実費に相当する額を支給する。


［例３］
	（役付手当）
第35条 　役付手当は、以下の職位にある者に対し支給する。
院長　　　　　月額　　　　　　円
副院長　　　　月額　　　　　　円
専門医　　　　月額　　　　　　円
○○主任　　　月額　　　　　　円
看護課長　　　月額　　　　　　円
看護主任　　　月額　　　　　　円
看護副主任　　月額　　　　　　円
マネジャー　　月額　　　　　　円
事務長　　　　月額　　　　　　円
など

２　昇格によるときは、発令日の属する賃金月から支給する。この場合、当該賃金月においてそれまで属していた役付手当は支給しない。
３　降格によるときは、発令日の属する賃金月の次の賃金月から支給する。


［例４］
	（技能・資格手当）
第36条 　技能・資格手当は、次の資格を持ち、その職務に就く者に対し支給する。
認定医資格　　　　　　　　　　　　   　　月額　　　　　　円
動物病院に関する資格                 　　月額　　　　　　円
一般資格                             　　月額　　　　　　円
学会等での発表一例に対して           　　月額　　　　　　円
など



［例５］
	（精勤手当）
第37条 　精勤手当は、当該賃金計算期間における出勤成績により、決算月に支給する。前年度一年間達成したものを対象とする。
1 無欠勤の場合　　　　　　　
２　前項の精勤手当の計算においては、次のいずれかに該当するときは出勤したものとみなす。
1 年次有給休暇を取得したとき
2 業務上の負傷又は疾病により療養のため休業したとき
３　第１項の精勤手当の計算に当たっては、遅刻又は早退　　回をもって、欠勤１日とみなす。


	（割増賃金）定める必要があるが、パーセントは企業の規模により違う。また手当等により計算も変わってきます。後述の割増賃金の計算式は複雑な為、労務士または労働基準局にご相談ください。
第38条 　時間外労働に対する割増賃金は、次の割増賃金率に基づき、次項の計算方法により支給する。
(1) １か月の時間外労働の時間数に応じた割増賃金率は、次のとおりとする。この場合の１か月は毎月　　日を起算日とする。
1 時間外労働４５時間以下・・・２５％
2 時間外労働４５時間超～６０時間以下・・２５％
3 時間外労働６０時間超・・・・・５０％
中小企業における月60時間超の残業の割増賃金率引き上げ（25％→50％まで引き上げ）の適用は、2023年4月1日となっており、現在時間外労働60時間超の代替休暇は、不要となっております。
4 ③の時間外労働のうち代替休暇を取得した時間・・・３５％（残り１５％の割
増賃金は代替休暇に充当する。）
（２）１年間の時間外労働の時間数が３６０時間を超えた部分については、４０％
とする。この場合の１年は毎年　　月　　日を起算日とする。
（３）時間外労働に対する割増賃金の計算において、上記（１）及び（２）のいずれ
にも該当する時間外労働の時間数については、いずれか高い率で計算することとする。
２　割増賃金は、次の算式により計算して支給する。
（1） 月給制の場合
1 時間外労働の割増賃金
（時間外労働が1か月45時間以下の部分）
　　基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×1.25×時間外労働の時間数
　　　１か月の平均所定労働時間数
（時間外労働が1か月45時間超～60時間以下の部分）
　　基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×1.35×時間外労働の時間数
　　　１か月の平均所定労働時間数
（時間外労働が1か月60時間を超える部分)
　　基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×1.50×時間外労働の時間数
　　　１か月の平均所定労働時間数
（時間外労働が1年360時間を超える部分）
　　基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×1.40×時間外労働の時間数
　　　１か月の平均所定労働時間数
②　休日労働の割増賃金（法定休日に労働させた場合）
　　基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×1.35×休日労働の時間数
　　　１か月の平均所定労働時間数
③　深夜労働の割増賃金（午後１０時から午前５時までの間に労働させた場合）
　　基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×0.25×深夜労働の時間数
　　　１か月の平均所定労働時間数
（２）日給制の場合
①　時間外労働の割増賃金
（時間外労働が1か月45時間以下の部分）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  　　　　　　日給　　　　　　　　役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　
  　　　　　　　　　　　　　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    　１日の所定労働時間数　　　　　　１か月の平均所定労働時間数　　　　　　　
 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　×　1.25　×　時間外労働の時間数
(時間外労働が1か月45時間超～60時間以下の部分）
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　日給　　　　　　　　役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　
　 　　　　　　　　　　　　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　１日の所定労働時間数　　　　　　１か月の平均所定労働時間数　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　×　1.35　×　時間外労働の時間数
（時間外労働が1か月60時間を超える部分)
   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
   　　　　　日給　　　　　　　　役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　
   　　　　　　　　　　　　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
   　１日の所定労働時間数　　　　　　１か月の平均所定労働時間数　　　　　　　
   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　×　1.50　×　時間外労働の時間数
(時間外労働が1年360時間を超える部分）
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　日給　　　　　　　　役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　
　 　　　　　　　　　　　　＋　
１日の所定労働時間数　　　　　　１か月の平均所定労働時間数　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　×　1.40　×　時間外労働の時間数
②　休日労働の割増賃金
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  　　　　　日給　　　　　　　　役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　
  　　　　　　　　　　　　＋　
  　１日の所定労働時間数　　　　　　１か月の平均所定労働時間数　　　　　　　
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　×　1.35　×　休日労働の時間数
③　深夜労働の割増賃金
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  　　　　　日給　　　　　　　　役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　
 　　　　　　　　　　　　　＋　
  　１日の所定労働時間数　　　　　　１か月の平均所定労働時間数　　　　　　　
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　×　0.25　×　深夜労働の時間数
（３）時間給制の場合
①　時間外労働の割増賃金
（時間外労働が1か月45時間以下の部分）
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　　　　役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　
　 　時間給　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　　　　　　１か月の平均所定労働時間数　　　　　　　
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×　1.25　×　時間外労働の時間数
（時間外労働が1か月45時間超～60時間以下の部分）
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　　　　役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　
　 　時間給　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　　　　　　１か月の平均所定労働時間数　　　　　　　
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　×　1.35　×　時間外労働の時間数
（時間外労働が1か月60時間を超える部分)
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　　　　役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　
　 　時間給　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　　　　　１か月の平均所定労働時間数　　　　　　　
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　×　1.50　×　時間外労働の時間数
（時間外労働が1年360時間を超える部分)
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　　　　役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　
　 　時間給　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　　　　　１か月の平均所定労働時間数　　　　　　　
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　×　1.40　×　時間外労働の時間数
②　休日労働の割増賃金
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  　　　　　　　　役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　
  　時間給　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  　　　　　　　　　１か月平均所定労働時間数　　　　　　　
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　×　1.35　×　休日労働の時間数
3 深夜労働の割増賃金
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　
 　時間給　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　１か月の平均所定労働時間数　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　×　0.25　×　深夜労働の時間数
３　前項の１か月の平均所定労働時間数は、次の算式により計算する。
　　　(365－年間所定休日日数)×1日の所定労働時間
　　  
 　　　　　　　　　　　　12



	（１年単位の変形労働時間制に関する賃金の精算）
第39条 　１年単位の変形労働時間制の規定（第１９条及び第２０条）により労働させた期間が当該対象期間より短い労働者に対しては、その労働者が労働した期間を平均し１週間当たり４０時間を超えて労働させた時間（前条の規定による割増賃金を支払った時間を除く。）については、前条の時間外労働についての割増賃金の算式中の割増率を０．２５として計算した割増賃金を支払う。


	(代替休暇)　中小企業における月60時間超の残業の割増賃金率引き上げ（25％→50％まで引き上げ）の適用は、2023年4月1日となっており、現在時間外労働60時間超の代替休暇は、不要となっております。
第40条 　１か月の時間外労働が６０時間を超えた労働者に対して、労使協定に基づき、次により代替休暇を与えるものとする。
２　代替休暇を取得できる期間は、直前の賃金締切日の翌日から起算して、翌々月の賃
　金締切日までの２か月とする。
３　代替休暇は、半日又は１日で与える。この場合の半日とは、
午前(８：２０～１３:２０)又は午後(１４：００～１９:００)のことをいう。
４　代替休暇の時間数は、１か月６０時間を超える時間外労働時間数に換算率を乗じた時間数とする。この場合において、換算率とは、代替休暇を取得しなかった場合に支払う割増賃金率５０％から代替休暇を取得した場合に支払う割増賃金率３５　％を差し引いた１５％とする。また、労働者が代替休暇を取得した場合は、取得した時間数を換算率(１５％)で除した時間数については、１５％の割増賃金の支払を要しないこととする。　　
５　代替休暇の時間数が半日又は１日に満たない端数がある場合には、その満たない部分についても有給の休暇とし、半日又は１日の休暇として与えることができる。ただし、前項の割増賃金の支払を要しないこととなる時間の計算においては、代替休暇の時間数を上回って休暇とした部分は算定せず、代替休暇の時間数のみで計算することとする。
６　代替休暇を取得しようとする者は、１か月に６０時間を超える時間外労働を行った月の賃金締切日の翌日から　　日以内に、病院に申し出ることとする。代替休暇取得日は、労働者の意向を踏まえ決定することとする。
７　病院は、前項の申出があった場合には、支払うべき割増賃金額のうち代替休暇に代替される割増賃金額を除いた部分を通常の賃金支払日に支払うこととする。ただし、当該月の末日の翌日から　　か月以内に取得がなされなかった場合には、取得がなされないことが確定した月に係る賃金支払日に残りの１５％の割増賃金を支払うこととする。
８　病院は、第６項に定める期間内に申出がなかった場合は、当該月に行われた時間外労働に係る割増賃金の総額を通常の賃金支払日に支払うこととする。ただし、第６項に定める期間内に申出を行わなかった労働者から、第２項に定める代替休暇を取得できる期間内に改めて代替休暇の取得の申出があった場合には、病院の承認により、代替休暇を与えることができる。この場合、代替休暇の取得があった月に係る賃金支払日に過払分の賃金を精算するものとする。


	（休暇等の賃金）
第41条 　年次有給休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常の賃金を支払う。
２　産前産後の休業期間、育児時間、生理休暇、母性健康管理のための休暇、育児・介護休業法に基づく育児休業期間、介護休業期間及び子の看護休暇期間、裁判員等のための休暇の期間は、　無給　とする。
３　第９条に定める休職期間中は、原則として賃金を支給しない（　　か月までは　　割を支給する）。


	（臨時休業の賃金）本人都合の休みでなく、病院が臨時休業したりした場合に休まざるを得ないばあいは、ノーワークノーペイの原則によらず、休業補償として賃金を支払う義務発生する。
第42条 　病院側の都合により、所定労働日に労働者を休業させた場合は、休業１日につき労基法第１２条に規定する平均賃金の６割を支給する。この場合において、１日のうちの一部を休業させた場合にあっては、その日の賃金については労基法第２６条に定めるところにより、平均賃金の６割に相当する賃金を保障する。

	（欠勤等の扱い）
第43条 　欠勤、遅刻、早退及び私用外出については、基本給から当該日数又は時間分の賃金を控除する。
２　前項の場合、控除すべき賃金の１時間あたりの金額の計算は以下のとおりとする。
（１）月給の場合
　　　基本給÷１か月平均所定労働時間数
　　　（１か月平均所定労働時間数は第３６条第３項の算式により計算する。）
（２）日給の場合
　　　基本給÷１日の所定労働時間数


	（賃金の計算期間及び支払日）法律上毎月一回以上、一定の期日を定めて賃金を支払う決まりがありますので、支払日が翌月にならないよう気を付けて規定してください
第44条 　賃金は、毎月　20日に締め切って計算し、当月の　25日までに支払う。ただし、支払日が休日に当たる場合は、その前日に繰り上げて支払う。
２　前項の計算期間の中途で採用された労働者又は退職した労働者については、月額の賃金は当該計算期間の所定労働日数を基準に日割計算して支払う。



	（賃金の支払と控除）
第45条 　賃金は、労働者に対し、通貨で直接その全額を支払う。
２　前項について、労働者が同意した場合は、労働者本人の指定する金融機関の預貯金口座又は証券総合口座へ振込により賃金を支払う。
３　次に掲げるものは、賃金から控除する。
1 源泉所得税
2 住民税
3 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の保険料の被保険者負担分
4 労働者代表との書面による協定により賃金から控除することとした社宅入居　
料、財形貯蓄の積立金及び組合費


	（賃金の非常時払い）➀～③は明記しといた方がいい項目です
第46条 　労働者又はその収入によって生計を維持する者が、次のいずれかの場合に該当し、そのために労働者から請求があったときは、賃金支払日前であっても、既往の労働に対する賃金を支払う。
1 やむを得ない事由によって１週間以上帰郷する場合
2 結婚又は死亡の場合
3 出産、疾病又は災害の場合
4 退職又は解雇により離職した場合


	（昇給）
第47条 　昇給は、勤務成績その他が良好な労働者について、毎年　４月　１日をもって行うものとする。ただし、病院の業績の著しい低下その他やむを得ない事由がある場合は、行わないことがある。
２　顕著な業績が認められた労働者については、前項の規定にかかわらず昇給を行うことがある。
３　昇給額は、労働者の勤務成績等を考慮して各人ごとに決定する。


	（賞与）
第48条 　賞与は、原則として、下記の算定対象期間に在籍した労働者に対し、病院の業績等を勘案して下記の支給日に支給する。ただし、病院の業績の著しい低下その他やむを得ない事由により、支給時期を延期し、又は支給しないことがある。
算定対象期間
支給日
　　月　　　日から　　月　　日まで
　　　月　　　日
　　月　　　日から　　月　　日まで
　　　月　　　日
２　前項の賞与の額は、病院の業績及び労働者の勤務成績などを考慮して各人ごとに決定する。


第6章 　定年、退職及び解雇
　定年、退職及び解雇
退職に関する事項は、就業規則の絶対的必要記載事項に当たります。そして、労基法第８９条の退職に関する事項とは、任意退職、解雇、契約期間の満了による退職等労働者がその身分を失うすべての場合に関する事項をいうと解されています。
	（定年等）　
第49条 　労働者の定年は、満６０歳とし、定年に達した日の属する月の末日をもって退職とする。
定年後、希望者を継続雇用する際には下記事項を明記します
２　前項の規定にかかわらず、定年後も引き続き雇用されることを希望し、解雇事由又は退職事由に該当しない労働者については、満６５歳までこれを継続雇用する。



	（退職）
第50条 　前条に定めるもののほか、労働者が次のいずれかに該当するときは、退職とする。　
1 退職を願い出て病院が承認したとき、又は退職願を提出して14日を経過した
とき
2 期間を定めて雇用されている場合、その期間を満了したとき
3 第９条に定める休職期間が満了し、なお休職事由が消滅しないとき
4 死亡したとき
２　労働者が退職し、又は解雇された場合、その請求に基づき、使用期間、業務の種類、地位、賃金又は退職の事由を記載した証明書を遅滞なく交付する。


	（解雇）内容は追加、変更可能ですが注意してください。(後述の※参照)
第51条 　労働者が次のいずれかに該当するときは、解雇することがある。
1 勤務状況が著しく不良で、改善の見込みがなく、労働者としての職責を果たし
得ないとき。
2 勤務成績又は業務能率が著しく不良で、向上の見込みがなく、他の職務にも転
　換できない等就業に適さないとき。
3 業務上の負傷又は疾病による療養の開始後３年を経過しても当該負傷又は疾病
が治らない場合であって、労働者が傷病補償年金を受けているとき又は受けることとなったとき（病院が打ち切り補償を支払ったときを含む。）。
4 精神又は身体の障害により業務に耐えられないとき。
5 試用期間における作業能率又は勤務態度が著しく不良で、労働者として不適格
であると認められたとき。
6 第６４条第２項に定める懲戒解雇事由に該当する事実が認められたとき。
7 事業の運営上又は天災事変その他これに準ずるやむを得ない事由により、事業
の縮小又は部門の閉鎖等を行う必要が生じ、かつ他の職務への転換が困難なとき。
8 その他前各号に準ずるやむを得ない事由があったとき。
２　前項の規定により労働者を解雇する場合は、少なくとも３０日前に予告をする。予告しないときは、平均賃金の３０日分以上の手当を解雇予告手当として支払う。ただし、予告の日数については、解雇予告手当を支払った日数だけ短縮することができる。
３　前項の規定は、労働基準監督署長の認定を受けて労働者を第６３条第１項第４号に定める懲戒解雇する場合又は次の各号のいずれかに該当する労働者を解雇する場合は適用しない。
1 　日々雇い入れられる労働者
（ただし、１か月を超えて引き続き使用されるに至った者を除く。）
2 　２か月以内の期間を定めて使用する労働者（ただし、その期間を超えて引き続き使用されるに至った者を除く。）
3 　試用期間中の労働者（ただし、１４日を超えて引き続き使用されるに至った者を除く。）
４　第１項の規定による労働者の解雇に際して労働者から請求のあった場合は、解雇の理由を記載した証明書を交付する。


	※　解雇が禁止されている場合
①　労働者の国籍、信条、社会的身分を理由とする解雇（労基法第３条）。
②　労働者の性別を理由とする解雇（均等法第６条）。
③　労働者の業務上の負傷、疾病による休業期間とその後３０日間及び産前産後の休業の期間（産前６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内又は産後８週間以内の女性が休業する期間）とその後３０日間の解雇（労基法第１９条）。
④　労働者が労働基準監督機関に申告したことを理由とする解雇（労基法第１０４　　　
条、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）第９７条）。
⑤　女性労働者が婚姻したこと、妊娠・出産したこと等を理由とする解雇（均等法第９条第２項、第３項）。また、女性労働者の妊娠中又は産後１年以内になされた解雇は、事業主が妊娠等を理由とする解雇でないことを証明しない限り無効とされています（均等法第９条第４項）。
⑥　労働者が、個別労働関係紛争に関し、都道府県労働局長にその解決の援助を求めたことを理由とする解雇（個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（平成１３年法律第１１２号）第４条）。
⑦　労働者が、均等法、育児・介護休業法及びパートタイム労働法に係る個別労
働紛争に関し、都道府県労働局長に、その解決の援助を求めたり、調停の申請をしたことを理由とする解雇（均等法第１７条第２項、第１８条第２項、育児・介護休業法第５２条の４第２項、第５２条の５第２項、パートタイム労働法第２４条第２項、第２５条第２項）。
⑧　労働者が育児・介護休業等の申出をしたこと、又は育児・介護休業等をしたことを理由とする解雇（育児・介護休業法第１０条、第１６条、第１６条の４、第１６条の７、第１６条の１０、第１８条の２、第２０条の２、第２３条の２）。
⑨　労働者が労働組合の組合員であること、労働組合に加入し、又はこれを結成しようとしたこと、労働組合の正当な行為をしたこと等を理由とする解雇（労働組合法（昭和２４年法律第１７４号）第７条）
9 　公益通報をしたことを理由とする解雇（公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号）第３条）　等
※解雇する際の文章例
・　前回の契約更新時に、本契約を更新しないことが合意されていたため
・　契約締結当初から、更新回数の上限を設けており、本契約はその上限に係るものであるため
・　担当していた業務が終了・中止したため
・　事業縮小のため
・　業務を遂行する能力が十分ではないと認められるため
・　職務命令に対する違反行為を行ったこと、無断欠勤をしたことなど勤務不良のため


第7章 退職金
	（退職金の支給）
第52条 　勤続　３年以上の労働者が退職し又は解雇されたときは、この章に定めるところにより退職金を支給する。ただし、自己都合による退職者で、勤続　３年未満の者には退職金を支給しない。また、第６３条第２項により懲戒解雇された者には、退職金の全部又は一部を支給しないことがある。
２　継続雇用制度の対象者については、定年時に退職金を支給することとし、その後の再雇用については退職金を支給しない。


	（退職金の額）　
第53条 　退職金の額は、退職又は解雇の時の基本給の額に、勤続年数に応じて定めた下表の支給率を乗じた金額とする。
勤続年数
支給率
5年未満
1.0
5年～10年
3.0
11年～15年
5.0
16年～20年
7.0
21年～25年
10.0
26年～30年
15.0
31年～35年

17.0

36年～
20.0
２　第９条により休職する期間については、病院の都合による場合を除き、前項の勤続年数に算入しない。


	（退職金の支払方法及び支払時期）
第54条 　退職金は、支給事由の生じた日から　6か月以内に、退職した労働者（死亡による退職の場合はその遺族）に対して支払う。


第8章 安全衛生及び災害補償
	（遵守事項）
第55条 病院は、労働者の安全衛生の確保及び改善を図り、快適な職場の形成のために必要な措置を講ずる。
２　労働者は、安全衛生に関する法令及び病院の指示を守り、病院と協力して労働災害の防止に努めなければならない。
３　労働者は安全衛生の確保のため、特に下記の事項を遵守しなければならない。
1 機械設備、工具等の就業前点検を徹底すること。また、異常を認めたときは、
速やかに病院に報告し、指示に従うこと。
2 安全装置を取り外したり、その効力を失わせるようなことはしないこと。
3 保護具の着用が必要な作業については、必ず着用すること。
4 喫煙は、所定の場所以外では行わないこと。
5 立入禁止又は通行禁止区域には立ち入らないこと。
6 常に整理整頓に努め、通路、避難口又は消火設備のある所に物品を置かないこ
と。
7 火災等非常災害の発生を発見したときは、直ちに臨機の措置をとり、院長または副院長に報告し、その指示に従うこと。


	（健康診断）相対的必要記載事項ではありますが、実施義務は病院側に法律上ありますので実施する必要はあります。また従業員にも受診しなければならない（拒否できない）法律上の義務があります。
第56条 　労働者に対しては、採用の際及び毎年１回（深夜労働に従事する者は６か月
ごとに１回）、定期に健康診断を行う。
２　前項の健康診断のほか、法令で定められた有害業務に従事する労働者に対しては、特別の項目についての健康診断を行う。
３　長時間の労働により疲労の蓄積が認められる労働者に対し、その者の申出により医師による面接指導を行う。
４　第１項及び第２項の健康診断並びに前項の面接指導の結果必要と認めるときは、一定期間の就業禁止、労働時間の短縮、配置転換その他健康保持上必要な措置を命ずることがある。


	事業者は、一般健康診断を１年に１回（深夜労働その他労働安全衛生規則（昭和４７
年労働省令第３２号）第１３条第１項第２号で定める業務に従事する者は６か月ごとに１回）定期的に実施しなければなりません（安衛法第６６条第１項）。また、事業者には、一般健康診断の結果は、各労働者に通知することが義務付けられています（安衛法第６６条の６）。なお、健康診断の費用については、法で事業者に健康診断の実施を課している以上、当然、事業者が負担しなければなりません。

　粉じんや有機溶剤を取り扱う等有害な業務に従事する労働者には、一般健康診断のほかに特殊健康診断の実施が必要です（安衛法第６６条第２項）。なお、特殊健康診断を行わなければならない有害業務については、有機溶剤中毒予防規則（昭和４７年労働省令第３６号）等労働安全衛生関係規則で定められています。
　労働者が採用前３か月以内に健康診断を実施し、その結果を証明する書類を提出した場合には、受診した項目について、採用時の健康診断を省略することができます。
　定期健康診断は、常勤でフルタイムの労働者だけでなく、勤務時間の短いパートタイム労働者等であっても１年以上継続勤務しており１週間の所定労働時間が通常の労働者の所定労働時間数の４分の３以上の者にも実施しなければなりません。
　事業者は、休憩時間を除き１週間当たり４０時間を超えて労働させた場合におけるその超えた時間が、１か月当たり１００時間を超え、かつ、疲労の蓄積が認められる労働者について、その者の申出により医師による面接指導を行わなければなりません（安衛法第６６条の８第１項）。また、時間外労働が一定時間を超えなくても、長時間の労働により、疲労の蓄積が認められ、又は健康上の不安を有している労働者に対しても同様に、その者の申出により面接指導又は面接指導に準ずる措置を講じるよう努めなければなりません（安衛法第６６条の９）。なお、この面接指導の結果は、記録を作成し、５年間保存しなければならないとされています。
　健康診断並びに面接指導の結果により作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を講じなければなりません（安衛法第６６条の５等）。


	（ストレスチェック）　50人以上の事業所において実施義務があります
第57条 　労働者に対しては、毎年１回、定期に、医師、保健師等による心理的な負担の程度を把握するための検査（ストレスチェック）を行う。
２　前項のストレスチェックの結果、ストレスが高く、面接指導が必要であると医師、保健師等が認めた労働者に対し、その者の申出により医師による面接指導を行う。
３　前項の面接指導の結果必要と認めるときは、就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等、必要な措置を命ずることがある。


	（健康管理上の個人情報の取扱い）
第58条 　病院への提出書類及び身上その他の個人情報（家族状況も含む）並びに健康診断書その他の健康情報は、次の目的のために利用する。
1 病院の労務管理、賃金管理、健康管理
2 出向、転籍等のための人事管理
２　労働者の定期健康診断の結果、労働者から提出された診断書、産業医等からの意見書、長時間労働者への面接指導の結果、ストレスチェックの結果及び高ストレス者への面接指導の結果その他労働者の健康管理に関する情報は、労働者の健康管理のために利用するとともに、必要な場合には産業医等に意見聴取等のために提供するものとする。
３　ストレスチェックを実施した医師、保健師等から労働者のストレスチェックの結果を入手する場合には、あらかじめ本人の同意を得るものとする。ただし、当該労働者が面接指導を申し出た場合には、同意が得られたものとみなす。

４　健康診断、長時間労働者への面接指導、ストレスチェック及び高ストレス者への面接指導の実施の事務に従事した者は、その事務に従事したことによって知り得た労働者の秘密を漏らしてはならない。


	（安全衛生教育）
第59条 　労働者に対し、雇入れの際及び配置換え等により作業内容を変更した場合、その従事する業務に必要な安全及び衛生に関する教育を行う。
２　労働者は、安全衛生教育を受けた事項を遵守しなければならない。


	（災害補償）
第60条 　労働者が業務上の事由又は通勤により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合は、労基法及び労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）に定めるところにより災害補償を行う。


第9章 　職業訓練
	（教育訓練）
第61条 　病院は、業務に必要な知識、技能を高め、資質の向上を図るため、労働者に対し、必要な教育訓練を行う。
２　労働者は、病院から教育訓練を受講するよう指示された場合には、特段の事由がない限り教育訓練を受けなければならない。
３　前項の指示は、教育訓練開始日の少なくとも　２週間前までに該当労働者に対し文書で通知する。


第10章 　表彰及び制裁
	（表彰）
第62条 　病院は、労働者が次のいずれかに該当するときは、表彰することがある。
1 業務上有益な発明、考案を行い、病院の業績に貢献したとき。
2 永年にわたって誠実に勤務し、その成績が優秀で他の模範となるとき。
3 社会的功績があり、病院及び労働者の名誉となったとき。
4 前各号に準ずる善行又は功労のあったとき。
２　表彰は、原則として病院の創立記念日に行う。また、賞状のほか賞金を授与する。


	（懲戒の種類）
第63条 　病院は、労働者が次条のいずれかに該当する場合は、その情状に応じ、次の
　区分により懲戒を行う。
①けん責
　　　始末書を提出させて将来を戒める。
②減給
　　　始末書を提出させて減給する。ただし、減給は１回の額が平均賃金の１日分の５割を超えることはなく、また、総額が１賃金支払期における賃金総額の１割を超えることはない。
③出勤停止
　　　始末書を提出させるほか、30日間を限度として出勤を停止し、その間の賃金は支給しない。
④懲戒解雇
予告期間を設けることなく即時に解雇する。この場合において、所轄の労働基準監
督署長の認定を受けたときは、解雇予告手当（平均賃金の３０日分）を支給しない。



	（懲戒の事由）
第64条 　労働者が次のいずれかに該当するときは、情状に応じ、けん責、減給又は出勤停止とする。
1 正当な理由なくしばしば欠勤、遅刻、早退をしたとき。
2 過失により病院に損害を与えたとき。
3 素行不良で社内の秩序及び風紀を乱したとき。
4 第１１条、第１２条、第１３条、第１４条、第１５条に違反したとき。
5 その他この規則に違反し又は前各号に準ずる不都合な行為があったとき。
２　労働者が次のいずれかに該当するときは、懲戒解雇とする。ただし、平素の服務態度その他情状によっては、第５１条に定める普通解雇、前条に定める減給又は出勤停止とすることがある。
1 重要な経歴を詐称して雇用されたとき。
2 正当な理由なく無断欠勤が　１日以上に及び、出勤の督促に応じなかったとき。
3 正当な理由なく無断でしばしば遅刻、早退又は欠勤を繰り返し、　１回にわた
って注意を受けても改めなかったとき。
4 正当な理由なく、しばしば業務上の指示・命令に従わなかったとき。
5 故意又は重大な過失により病院に重大な損害を与えたとき。
6 病院内において刑法その他刑罰法規の各規定に違反する行為を行い、その犯罪事
実が明らかとなったとき（当該行為が軽微な違反である場合を除く。）。
7 素行不良で著しく社内の秩序又は風紀を乱したとき。
8 数回にわたり懲戒を受けたにもかかわらず、なお、勤務態度等に関し、改善の見
込みがないとき。
9 第１２条、第１３条、第１４条、第１５条に違反し、その情状が悪質と認められるとき。
10 許可なく職務以外の目的で病院の施設、物品等を使用したとき。
11 職務上の地位を利用して私利を図り、又は取引先等より不当な金品を受け、若し
くは求め若しくは供応を受けたとき。
12 私生活上の非違行為や病院に対する正当な理由のない誹謗中傷等であって、病院
の名誉信用を損ない、業務に重大な悪影響を及ぼす行為をしたとき。
13 正当な理由なく病院の業務上重要な秘密を外部に漏洩して病院に損害を与え、又
は業務の正常な運営を阻害したとき。
14 その他前各号に準ずる不適切な行為があったとき。


第11章 　無期労働契約への転換
期間の定めのある労働契約（有期労働契約）で働く従業員に適用される就業規則を別に作ることもできます。
	（無期労働契約への転換）
第65条 　期間の定めのある労働契約で雇用する従業員のうち、通算契約期間が５年を超える従業員は、別に定める様式で申込むことにより、現在締結している有期労働契約の契約期間の末日の翌日から、期間の定めのない労働契約での雇用に転換することができる。
２　前項の通算契約期間は、平成２５年４月１日以降に開始する有期労働契約の契約期間を通算するものとする。ただし、契約期間満了に伴う退職等により、労働契約が締結されていない期間が連続して６ヶ月以上ある従業員については、それ以前の契約期間は通算契約期間に含めない。
３　この規則に定める労働条件は、第１項の規定により期間の定めのない労働契約での雇用に転換した後も引き続き適用する。ただし、無期労働契約へ転換した時の年齢が、第４９条に規定する定年年齢を超えていた場合は、当該従業員に係る定年は、満65歳とし、定年に達した日の属する月の末日をもって退職とする。


　副業・兼業
	（副業・兼業）
第66条 　労働者は、勤務時間外において、他の病院等の業務に従事することができる。
２　労働者は、前項の業務に従事するにあたっては、事前に、病院に所定の届出を行うものとする。
３　第１項の業務に従事することにより、次の各号のいずれかに該当する場合には、病院は、これを禁止又は制限することができる。
① 労務提供上の支障がある場合
② 企業秘密が漏洩する場合
③ 病院の名誉や信用を損なう行為や、信頼関係を破壊する行為がある場合
④ 競業により、企業の利益を害する場合


	附　則　
（施行期日）
第１条　この規則は、平成　　　年　　　月　　　日から施行する。
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